
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２８年１１月２２日
弘前市農業委員会

「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」
第１　基本方針
弘前市は、西に岩木山を有し、南は白神山地に接する津軽平野の南西部に位置しており、市域のほぼ中心に沿って岩木川が南北に流れている地勢にある。基幹産業である農業は、山間部ではりんご、平野部では水稲を主作としており、環境保全にも大きな役割を果たしている。

当農業委員会は、この先人から受け継いだ農地を守り発展させるために、生産者の所得向上と経営安定の実現に向け、産業としてのさらなる成長を目指し、農産物の生産力や競争力を強化・促進して、若者たちが希望を持てる「強い農業」と「美しく活力ある農村」の創出を目指していく。

りんご生産量日本一を誇り、稲作も盛んな当市農業ではあるが、農業者の高齢化・担い手不足を背景とした農地面積の減少・遊休農地の増加は厳しさを増すばかりである。農林業センサスでの当市の総農家数は、2010年で7,397戸、2015年は6,387戸と減少しており、市とともに強い危機感を持って取り組まなければならない。 

以上の観点から、「農業委員会等に関する法律」第７条第１項に基づき、農業委員と農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」という）が連携し、担当区域ごとの活動を通じて「農地利用の最適化」が一体的に進んでいくよう、当農業委員会の指針として、具体的な取組を下記のとおり定める。
なお、この指針は、「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成２５
年１２月１０日農林水産業・地域の活力創造本部決定）で、「今後１０年間で、担い手の農地利用が全農地の８割を占める農業構造の確立」とされたことから、それに合わせて平成３７年度を目標とし、農業委員及び推進委員の改選期である３年ごとに検証・見直しを行う。

また、単年度の具体的な活動については、「農業委員会事務の実施状況等の公表について」（平成２８年３月４日付け２７経営第２９３３号農林水産省経営局農地政策課長通知）に基づく「目標及びその達成に向けた活動計画」のとおりとする。

第２　具体的な目標と推進方法
１．遊休農地の発生防止・解消について

（１）遊休農地の解消目標

	目標と実績
	管内の農地面積

　　　　　(Ａ)
	遊休農地面積

        (Ｂ)
	遊休農地の割合

 　　 (Ｂ／Ａ)

	平成28年3月(実績)
	14,450ha
	　 　563.6ha
	  　　 3.9％

	平成31年3月(目標)
	      14,180ha
	     698.6ha
	　　   4.9％

	平成38年3月(目標)
	      13,550ha
	551.6ha
	 4.1％


　　　　

　

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）遊休農地の発生防止・解消の具体的な推進方法
①農地の利用状況調査と利用意向調査の実施について

農業者の高齢化と後継者不足から、特に中山間地域を筆頭に耕作を断念する者や規模縮小せざるを得ない農業者が増加している。また、樹園地の廃園には果樹の伐採等の処置が必要であるが、労働力及び経費不足から放任園が増加している。
農業委員及び推進委員は管内を１４の区域に分け、農地法（昭和２７年法律第２２９号）第３０条第１項の規定による利用状況調査（以下「利用状況調査」という。）と同法第３２条第１項の規定による利用意向調査（以下「利用意向調査」という。）の実施について協議・検討し、調査の徹底を図る。

調査時期については、農作業着手が確認できる６月を「利用状況調査月間」と位置付け、広報紙により調査の主旨を周知し、農業者に協力を呼びかける。

利用状況調査終了後に、所有者へ意向調査を行い、所有者の意向に応じて、農地のあっせんや農地中間管理事業のマッチングなど、農地の流動化を図る。なお、従来から日常的に利用状況調査の中で行っていた、違反転用の発生防止・早期発見等、農地の適正な利用の確認に関する現場活動については、利用状況調査の時期にかかわらず、適宜実施する。

利用意向調査の結果を踏まえ、農地法第３４条に基づく農地の利用関係の調整を行う。
　　　利用状況調査と利用意向調査の結果は、速やかに「農地情報公開システ

ム（全国農地ナビ）」に反映し、農地台帳の正確な記録の確保と公表の迅　速化を図る。
②農地中間管理機構との連携について
　　　利用意向調査の結果を受け、農業者の意向を踏まえた農地中間管理機構への貸付けを行う。
　③非農地判断について
　　　利用状況調査と同時に実施する「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」によって、Ｂ分類（荒廃農地調査で再生利用が困難な農地）に区分された荒廃農地については、現況に応じて速やかに「非農地判断」を行い、守るべき農地を明確化する。

２．担い手への農地利用の集積・集約化について

（１）担い手への農地利用集積目標

	目標と実績
	管内の農地面積

(Ａ)
	農地利用集積面積

　　　　　　(Ｂ)
	集積率

(Ｂ／Ａ)

	平成28年3月(実績)
	　 　14,450ha
	　　　  9,305ha
	64.4％

	平成31年3月(目標)
	     14,180ha
	        9,887ha
	69.7％

	平成38年3月(目標)
	     13,550ha
	       11,246ha
	83.0％


参考：農地中間管理事業　　　
	目標と実績
	管内の農地面積

　　　　　(Ａ)
	農地利用集積面積

　　　　　　(Ｂ)
	集積率

(Ｂ／Ａ)

	平成28年3月(実績)
	　 　14,450ha
	　　　　   61ha
	0.4％

	平成31年3月(目標)
	     14,180ha
	          808ha
	5.7％

	平成38年3月(目標)
	     13,550ha
	        2,575ha
	19.0％


　　　　　　　　　　　　　　　　
参考：担い手の育成・確保

	目標と実績
	総農家数

(うち主業

農家数)

＊農林業センサス
	担　　い　　手

	
	
	認定農業者
	認定新規

就農者

	
	
	個　人
	法　人
	

	平成28年3月

(実績)
	6,387戸

(2,733戸)
	1,213経営体
	44経営体
	42経営体 

	平成31年3月

(目標)
	6,387戸

(2,733戸)
	1,258経営体
	59経営体
	52経営体

	平成38年3月

(目標)
	5,637戸

(2,292戸)
	1,360経営体
	100経営体
	75経営体


注１：「担い手の育成・確保」の数値は、農業委員会の区域内の農家数等を　　確認し、それらを基に「担い手への農地利用集積目標」を定めるための参考値である。また、上記の参考値は、「人・農地プラン」等の見直しに当たっても活用する。

注２：平成２８年３月の「総農家数（内、主業農家数）」は２０１５年農林業センサスの数値を記入する。
（２）担い手への農地利用の集積・集約化に向けた具体的な推進方法
①「人・農地プラン」の作成・見直しについて
農業委員会は、１０地域で行う、人と農地の問題解決のための「人・
　　　農地プラン変更に向けた集落座談会」や農業者への営農意向調査を通じて、農業者の意思と地域の資源に照らした実現可能性のある「人・農地プラン」の作成と見直しに協力する。　　

②農地中間管理機構等との連携について
　　　　農業委員会は市、農地中間管理機構、農協等と連携し、ア）農地中間管理機構に貸付けを希望する復元可能な遊休農地、イ）経営の廃止・縮小を希望する高齢農家等の農地、ウ）農地の出し手と受け手の意向を踏まえたマッチングを行う。
③農地の利用調整と利用権設定等について
　　　　農地の利用調整については、担い手の意向を踏まえた農地の集約化のための利用調整・交換と利用権の再設定を推進する。
　　　　また、当農業委員会が加入している弘前市担い手育成総合支援協議会による、耕作放棄地を解消するための活動や不在地主等への指導の実施、認定農業者への農地流動化情報を提供し、農用地利用集積活動を行う。

④農地の所有者等を確知することができない農地の取扱い
農地の所有者等を確知することができない農地については、公示手続きを経て県知事の裁定で利用権設定ができる制度を活用し、農地の有効利用に努める。

　　⑤広報による農地流動化の推進

　　　　農業委員会が月１回発行する広報紙「農業ひろさき」に、農地流動化情報をはじめとする農地利用集積に向けた記事を掲載する。

　　⑥りんごの整枝せん定技術の継承

農業後継者りんご整枝せん定講習会兼競技会を年１回開催し、担い手の整枝せん定技術の向上を図る。

３．新規参入の促進について

（１）新規参入の促進目標

	目標と実績
	新規参入者数

(新規参入者取得面積)

	平成28年3月(実績)
	 　24経営体(29.4ha)

	平成31年3月(目標)
	   30経営体(36.6ha)

	平成38年3月(目標)
	   44経営体(53.4ha) 


　　

　注：新規参入については、現状の担い手農家等の数や遊休農地等の発生状況

等を考慮しながら、農業委員会の区域内で必要な経営体数を試算する。

また、親元就農は除く。

（２）新規参入の促進に向けた具体的な推進方法　　　
一定数の新規参入者はいるが、若年層の新規参入の促進を図る必要があ

る。

　 このため、新規参入者からの相談に応じ、農業委員及び推進委員が農地をあっせんするなど、地域で円滑に就農できるようアドバイスする。

また、弘前市経営計画の「弘前への新しいひとの流れと定住の促進のためのＵＪＩターンの促進」による移住者の受入体制の構築に関して、当農業委員会も農業分野で参加協力し、移住者の定住促進を図る。

　
第３　弘前市の農業の活性化に向けた農業委員会の諸施策
（１）農業委員及び推進委員、農地活用支援隊が連携し、集落営農組織の強化や担い手育成等の市の事業に協力することを通して、耕作放棄地発生を防止し農地の有効活用を図る。　　　　　　　
（２）広報紙「農業ひろさき」を毎月発行し、適正な農地利用や流動化情報の発信をするなど、あらゆる機会を通して農業委員会活動の見える化を図る。

（３）青年交流会実行委員会が行う、独身農業者が異性と出会うイベントを支

援する。

（４）農業委員及び推進委員から趣意書を募り、農業者の利益を守るための必要事項を総会に諮り、関係機関へ要請活動を行う。
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